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■ はじめに 

東日本大震災に伴う福島第一原子力発電所の事故に

より放出された放射性物質を除去するため除染が実施さ

れている。そこで発生した可燃性除染廃棄物は通常は焼

却による減容化を行い、残存する焼却灰は保管されてい

る状況である。しかし、今後の中間貯蔵や県外最終処分

の負荷を削減するため、放射性セシウム（以下、「Cs」とい

う。）を熱処理により可能な限り分離除去した後、生成物を

有効利用し、高度な減容化を図ることが必要である。本研

究開発で対象とするシャフト式ガス化溶融炉は、高温溶融

下で高度に放射性 Cs を分離できる技術として適用できる

可能性がある。そこで我々は実機のシャフト式ガス化溶融

炉（処理量 80t/日)を対象として放射性 Cs の挙動を把握

することを目的に、溶融スラグや溶融飛灰の放射性 Cs 濃

度及び分配率等を調査した。シャフト式ガス化溶融炉の

処理プロセスを図に示す。また、スラグの再生利用を見据

えて、スラグ中の放射性Cs濃度低減を目的としてCs揮発

促進剤（CaCl2）を添加した運転も行い、効果を確認した。 

 
■ 活動内容 
調査は除染廃棄物100%処理時において行った。  

１．シャフト式ガス化溶融炉における放射性Csの挙動調査 
●放射性Csの98.4%が溶融飛灰に、1.6%が溶融スラグに
分配され、溶融飛灰中放射性Cs濃度は28,500Bq/kg、ス
ラグ中放射性Cs濃度は244Bq/kgと高度に放射性Csが
分離されていることが分かった。これはシャフト式ガス化
溶融炉では還元雰囲気下で1,700～1,800℃という高温
で処理するため、放射性Csが揮発し溶融飛灰へと濃縮
しやすいためと考えられる。 
 

２．スラグからの放射性Cs除去能の高度化 
１.の結果に基づいて、放射性Csの溶融飛灰への分

離をさらに促進するため、Cs揮発促進剤としてCaCl2を
添加する試験を行った。 
●Cs揮発促進剤を2%～13.1%添加することにより分配率
は最大で溶融飛灰に99.8%、溶融スラグに0.2%と向上し、
溶融飛灰の放射性Cs濃度は43,000Bq/kg、溶融スラグ
の放射性Cs濃度は24Bq/kgとなった。このようにCs揮発

促進剤の添加効果は極めて高く、溶融スラグの再生利
用の可能性も高まることが期待され、最終廃棄体は溶融
飛灰のみとなることから、大幅な減容化が可能となる。 
●溶融飛灰の放射性Cs溶出率はCs揮発促進剤を添加
することで向上することが分かった。これはCs揮発促進
剤を添加することで溶融飛灰中に可溶性のCsClが増加
するためであると考えられる。溶出率の向上は、次に述
べる飛灰洗浄技術の適用性を高め、さらなる減容化が
期待できる。 

 
３．飛灰洗浄による高度減容化の試算 
溶融飛灰から水に抽出した放射性Csを吸着剤に高濃

度に濃縮して最終廃棄体とし、洗浄残渣は溶融炉へ戻し、
除染廃棄物とともに再溶融するプロセスを繰り返すことを
想定して試算した。 
●洗浄残渣を繰り返し処理するため、残渣中に少量存
在する放射性Csや重金属が繰り返しを重ねるごとに溶
融スラグ及び溶融飛灰へ濃縮する可能性が懸念された。
そこで、Cs揮発促進剤13.1%添加時の実機データを用い
てその影響を試算した。結果、濃度の上昇は回数を重
ねるとともに収束していき、20回再溶融を繰り返した時で
放射性Csは溶融スラグで 36Bq/kg、溶融飛灰で
50,000Bq/kgと、ともに約1%上昇する程度だった。重金
属についても同様に濃度は収束し、一般廃棄物処理に
おける濃度と比較しても低いオーダーであり、20回繰り
返し後に取り出した時、洗浄残渣の発生量は廃棄物の
処理量に対して約0.35%（他に洗浄廃水中放射性Cs濃
縮残渣がごく少量生じる）と未洗浄時の約12%と比較して
減容化効果が極めて大きいことが分かった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 シャフト式ガス化溶融炉プロセスイメージ 
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■ はじめに 
一部の化学物質や環境要因（紫外線、放射線）は生物

のDNAに傷をつけることが知られている。生物はこれらに
よって生じたDNAの傷を自分自身で修復することができる
が、傷の生成量が修復能力を上回ると、DNA中に傷が蓄
積され、突然変異を誘発する確率が増加する。 
次世代シーケンス技術の発達により、化学物質等によ

る突然変異の検出は従前に比べ、早く・安価に出来るよう
になったが、この解析により知る事が出来るのは「修復で
きなかったDNA損傷の結果」のみである。したがって、変
異原によるDNAへの影響をより高感度に検出するには、
DNA損傷量を直接定量する必要がある。 
遺伝子毒性評価ではコメットアッセイによるDNA損傷の

定量が利用されているが、この手法は長期毒性評価では
DNA損傷量がDNA修復能力によってマスクされ過小評価
されるため、急性毒性評価にしか利用できない。 
本発表では福島県内の帰還困難区域において、原発

事故に伴う放射線量増加による慢性的なDNAへの影響を
調べる目的で、DNA修復の痕跡を簡便かつ高感度に評
価する事が出来る植物及びこの植物に由来する培養細胞
の開発をおこなった。ここに、その原理と実際の適用例及
び想定される応用例について示す。 

 
■ 活動内容 
１．DNAにできた傷跡の検出原理 
放射線等によってDNAにできる傷の種類はいくつかあ

るが、本研究ではDNAの二本鎖切断を対象にし、その修
復跡の検出を試みた。先行研究では二本鎖切断は放射
線照射により全DNA損傷の約1%の頻度で生じると考えら
れている。生物はDNAの二本鎖切断が起きると「相同組換
え修復機構」により修復を行う。この修復機構では、塩基
配列が良く似た近接したゲノム領域を鋳型にして修復を
行う。本研究ではこれを検出するために指標となる人工遺
伝子（GU-US）を植物に導入し、培養細胞化した。この
GU-USは大腸菌のβ-グルクロニダーゼ（GUS）をコード
する遺伝子を中間部分で切断し、600塩基対の重複領域
（U-U）を設計してあるが、このままではGUSタンパク活性
は持たない。GUS活性の回復は、ある細胞でDNAの二本
鎖切断が生じ、相同組換え修復が起きると、導入された
GU-USでも相同組換えが生じ、GUS遺伝子に戻る事で起
きる。活性を持ったGUSタンパク質に特定の基質を与える
と、青紫色を呈するのでこれを検出に利用した。 

２．福島県帰還困難区域におけるDNAの傷跡検出 
作製した培養細胞を用いて、福島県帰還困難区域にお

ける放射線によるDNAの傷跡の検出を行った。2016年9〜
10月にかけて空間線量率の異なる3地点に約30日間培養
細胞を静置し、DNAの傷跡の検出を行い以下の結果を得
た。 
●検出感度 
積算線量（0.34, 1.72, 3.47 mGy）と検出されたDNAの傷

跡（GUSスポットの数）との間に高い正の相関が見られた
（R2=0.81）。通常100mGy以下の放射線量では、有意な発
がん性が検出できない事から本手法は高い検出感度を持
つといえる。 
●汎用性 
GU-US遺伝子を導入した植物に、高い酸化力を持つ

大気汚染ガスであるオゾン（光化学オキシダントの主要成
分）200 ppbを含む大気に2週間ばく露した。その結果、オ
ゾンによるGUSスポットの増加を検出する事が出来た。 

 
３．今後の展望 

DNAの傷跡を検出する実験系は、福島県内における放
射線によるDNAへの影響を検出するために開発した。し
かしながら、培地内に化学物質を添加する事により高感度
な変異原性評価が可能になる事、また、植物を用いる事
により大気中成分による変異原性も評価できる。 
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